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   平成 26 年 4 月 11 日 

各      位 

会 社 名 株式会社リックコーポレーション 

代表者名 代表取締役社長 川西 良治 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 3147） 

問 合 せ 先  取 締 役 管 理 部 ゼ ネ ラ ル マ ネ ー ジ ャ ー  中 村  友 秀 

（TEL．086－245－6704） 

 

当社株式の大量買付行為への対応策(買収防衛策)の継続について 

 

 

平成 23 年 4月 8日開催の当社取締役会において、会社法施行規則第 118 条第 3号に定める「当社

の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社の支配に関す

る基本方針」といいます。）を決定するとともに、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、

さらに向上させることを目的として、当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）（以下「旧

プラン」といいます。）を導入することに関して決議を行い、平成 23 年 5 月 25 日開催の第 57 期事

業年度に係る当社定時株主総会において、旧プランの導入について株主の皆様のご承認をいただい

ております。 

旧プランの有効期間は、平成 26 年 5月 28 日開催予定の第 60 期定時株主総会（以下「本定時株主

総会」といいます。）終結の時までとなっておりますが、当社は、旧プラン導入後の法令の改正、買

収防衛策に関する議論の動向等を踏まえ、平成 26 年 4 月 11 日開催の当社取締役会において、会社

の支配に関する基本方針を維持することを確認した上で、会社の支配に関する基本方針に照らして

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの

一つとして、旧プランを一部改訂し、当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）を継

続することを決定いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします（以下、改訂後のプランを

「本プラン」といいます。）。 

また、当社は、上記取締役会において、本プランによる買収防衛策の継続に関する承認議案を本

定時株主総会に提出することを全取締役の賛成により決定し、株主の皆様のご承認が得られること

を条件に効力を生じるものとし、旧プランはそれを条件に廃止するものとします。 

なお、本プランによる買収防衛策の継続を決定した当社取締役会には、社外監査役 2 名を含む監

査役全員が出席し、本プランが適正に運用されることを条件として賛同する旨の意見を述べており

ます。当社は、中長期にわたり総合的・持続的な視野に立った経営への取組みの内容を示した中期

経営計画について、時代の流れに適応した内容に変更しておりますが、本プランの基本的なスキー

ムについての変更はありません。 
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Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針  

 

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役会の

賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移

転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきも

のと考えております。 

しかしながら、株式の大量買付行為（Ⅲ．2．（2）において定義されます。）の中には、その目的

等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売

却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付行為の内容等

について検討するためあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために必要とする十分な時

間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために

買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。当社が構築してきたコーポレートブランド、企業価値ひいては株主共同の利

益を確保・向上させていくためには、Ⅱ．2．の企業価値の源泉を維持することが必要不可欠であり、

これらが当社の株式の大量買付行為を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなけ

れば、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である

買収者からの大量買付行為の提案を受けた際には、前記事項のほか、当社の有形無形の経営資源、

将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項等、さまざまな事項を適切

に把握した上で、当該買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要

があります。 

当社としては、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大量買付に応

じるべきか否かを判断するに際し、必要十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられた上で、熟

慮に基づいた判断を行うことができるような体制を確保することが、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資するものと考えております。 

当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に

当社経営陣の計画や代替案等を提案するために必要な情報や時間を確保した上で、株主の皆様に対

し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは必要に応じ株主の皆様のために買収者と

交渉を行うこと等を可能とすることにより、当該大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が

適切に判断することを可能とするための枠組みが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す

る大量買付行為を抑止するために必要不可欠であり、さらには、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を著しく損なう大量買付行為（詳細につきましては、Ⅲ．2．（6）イ．①ないし⑥をご参照

ください。）に対しては、当社が必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保する必要があると考えております。 

 

Ⅱ．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社の支配に関する基本方針の実現

に資する特別な取組み 

1．当社の企業理念および事業 

当社は、「人のために尽くす企業でありたい」という経営理念を掲げ、「お客様に“とても”喜ば

れる店」を創造するためにホームセンター事業とペット事業の二つの事業店舗において、お客様に

とって価値のある商品とサービスを提供することを基本においております。 
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「ｓｍｉｌｅ ａｔ ｈｏｍｅ」をコンセプトとしたホームセンター事業においては、お客様の毎日

の笑顔のために、お客様の新しい暮らしを「ライフスタイル」として提案し、地域の皆様の豊かな

生活に貢献できる店舗づくりを進めております。 

また、「ｅｎｊｏｙ！」をコンセプトにしたペット事業においては、お客様にペットとの出会い

の感動と、共に暮らす楽しさと喜びを提供することを通じて、地域の皆様に親しまれ愛される店舗

づくりを進めております。 

当社は、当社の価値観である「信頼・誠実・感謝」を、従業員一人一人が考え方の基本に置いて

おり、当社の行動基準である「お客様の満足のために」「お取引先様との対等関係のために」「従業

員の幸せのために」「社会からの信頼のために」の４つを基準とした行動ができるように、社内の

教育訓練の制度を確立し、従業員への浸透を図っております。 

 

2．当社企業価値の源泉について 

上記企業理念に基づき、当社は企業価値の向上を図ってまいりましたが、当社の企業価値の源泉

は、①商品の改廃スピードが早くお客様を飽きさせない売場展開、付加価値商品の魅力を引き出す

ことのできる提案力、②共同仕入等を活用した仕入コストの低減やオリジナル商品をはじめとする

豊富な商品開発力、③当社の経営理念や価値観を共有し、専門的な商品知識や管理・販売ノウハウ

を有した従業員の力にあります。 

具体的には、ホームセンター事業の核店舗である「ホームセンタータイム」においては、ＤＩＹ

用品、園芸・植物・農業資材、家庭用品、インテリア・家具、ペット用品等を核商品とし、主通路

を中心に季節商品や新商品の提案スペースを十分に確保した当社独自の売場を構築するとともに、

地域の皆様の暮らしをサポートするためにさらなる専門性の強化を図っております。その取組みの

一環として、農業人口の多い地域においては農家向けの農業資材を充実させ、低価格で提供できる

「農家の店実のり」、学生の多い市街地においては自転車の品揃えと修理・点検などのアフターサー

ビスを充実させた「自転車専門店ブラヴォ」、また、低価格で高品質のオーダーカーテンや家具を豊

富に取り揃え、取付けおよび配達サービスを行っている「ホームファッションＭｉ．カーサ」、焼酎

やワインなど幅広い品揃えを有した「酒市場チャオ！」などの店舗内専門店を確立し融合させるこ

とにより、店舗価値を向上させてまいりました。 

ペット事業においては、店舗名である「アミーゴ」のブランド化を図りながら、犬猫、小動物、

熱帯魚等の生体（コンパニオンアニマル
※
）やフード・用品を幅広く品揃えすることで動物とふれあ

う楽しさを提供し、さらにホームセンターと同様に季節商品や新商品の提案スペースを十分に確保

した独自の売場を構築しております。また、トリミングやペットホテル等のサービスメニューの拡

大を進めている他、大型店舗には動物病院やしつけ教室スペースを配するなど、ペット同伴で楽し

く快適に来店していただける西日本屈指の総合ペットショップチェーンとして認知されるまでに店

舗価値を向上させてまいりました。 

※コンパニオンアニマル（英語：Companion animal）：従来では所有物扱いのペットに対して、生活して行く上での伴侶な

どとする、より密接な関係を人間と持っている動物を指します 

また、競合他社との競争に勝ち残っていくためには、お客様の暮らしのニーズをいち早くキャッ

チし、十分な品質と競争力のある価格を兼ね備えた商品の開発力が必要不可欠であります。そこで

当社では、海外からの商品調達や国内でのオリジナル商品の開発を強化するべく、提携企業と共同

仕入会社を設立するとともに海外や国内の産地へ積極的にバイヤーを派遣し、商品の開発ノウハウ

を醸成しながら商品の開発力を向上させてまいりました。さらに企業提携により商品の共同仕入の
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拡大を図り、仕入原価の低減を図るべく取組みを継続しております。 

ホームセンター事業およびペット事業の取扱商品の特性上、従業員には専門的な知識を求められ

ますが、当社には商品知識の教育システムや長年の販売経験により、必要な専門知識を習得した人

材が多く存在します。さらにその知識を活かして、店舗での各種イベントやハウツー教室などを開

催し、お客様に便利さ・快適さの提案や暮らしのアドバイスを積極的に行っております。 

当社の経営理念や経営方針および教育訓練システムと、これらのノウハウを有した人材とが一体

となって、当社の企業価値を向上させてまいりました。 

これらの企業価値の源泉が当社を発展・成長させる大きな原動力となっており、これらの源泉を

理解し、事業の有機的結合を分断すること無く、中長期にわたり総合的・持続的な視野に立った経

営への取組みを行うことが、当社の企業価値ひいては株主価値を向上させていくためには極めて重

要であります。 

 

3．中期経営計画について 

当社は、「お客様の幸せを実現するために“うれしい！”を伝えます」と「従業員の幸せを実現す

るために“ｍａｋｅ ｕｓ ｈａｐｐｙ”」との二つのスローガンを実行していくことで企業価値の最

大化を図ることが、最終的に株主の皆様に貢献できる最良の方法であると考えており、永続的に安

定した成長を可能とするために中期経営計画を策定しております。 

中期経営計画の主な内容は、①より高い収益力を実現するための店舗営業力の強化、②「人的資

源の確保＝企業の成長力」と捉えた優秀な人材の確保・強化育成、③成長戦略実現のための出店候

補地の確保、④当社独特のノウハウの蓄積による業界優位性事業への資源の注力、⑤ローコスト運

営による販売管理費の削減、⑥財務体質の健全化への取組みであります。 

当社は、以上のような中期経営計画の達成に向けた諸施策を実行することにより、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の確保と向上に邁進していく所存であります。 

 

4．コーポレート・ガバナンスの強化について 

当社は、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるために必要かつ有効な仕組みとして、

従前よりコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。 

具体的には、取締役の経営責任を明確にし、株主の皆様への信任を問う機会を増やすため取締役

の任期を 1年とし、また在任の監査役 3名中 2名を独立性の高い社外監査役としております。 

また、経営判断にあたっては、顧問として就任されている外部有識者、弁護士等の法律・会計専

門家からの意見を聴取する等、経営の客観性の確保と向上に努めております。 

当社は、企業の社会的責任を忘れることなく、今後も企業理念や高い倫理観に基づき、法令や社

会的規範を遵守することは当然のこととし、社会に貢献できる企業であり続けるために、継続して

コーポレート・ガバナンスのさらなる強化に努める所存であります。 

 

以上のように、中期的な経営戦略に基づく取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

向上させ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう買付者が現れる危険性を低減す

るものと考えます。また、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組みは、中期的な経営

戦略を推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基盤となるものと考えます。従って、

これらの取組みは、当社における会社の支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。 

 



 5

Ⅲ．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組み 

 

1．本プラン導入（継続）の必要性について 

Ⅰにおいて述べましたとおり、当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、

当社取締役会が株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案を提案するために必要な情報や時間を確保

した上で、株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは必要に応じ株

主の皆様のために買収者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当該大量買付行為に応じる

べきか否かを株主の皆様が適切に判断することを可能とし、もって、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に反する大量買付行為を抑止するための枠組みを確保することが必要不可欠であると考

えております。 

また、当社は公開会社であることから、株主の皆様の自由な意思に基づく取引等により当社株式

が転々譲渡されることは勿論のこと、またかかる株式の譲渡・株主構成の変動等により今後当社の

発行する株式の流動性が増す可能性があること等に鑑みると、今後当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に反する株式の大量買付行為がなされる可能性も否定できません。 

以上の理由により、当社取締役会は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一環として、当社

の本定時株主総会で株主の皆様のご承認をいただけることを条件として、本プランを継続すること

を決定いたしました。なお、本プランの継続を決定した時点において、特定の第三者から大量買付

行為を行う旨の通告や提案を受けているわけではありません。 

また、平成 26 年 2 月 28 日現在の当社大株主の状況は別紙 3のとおりです。 

 

2．本プランの内容 

（1）本プランの概要 

イ．本プランの概要 

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、

当社の株券等の大量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者（以下「大量

買付者」といいます。）に対し、（i）事前に当該大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の

提供を求め、（ⅱ）当社が当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保し

た上で、（ⅲ）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは大量

買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。かかる大量買付行為についての必要

かつ十分な情報の収集・検討等を行う時間を確保するため、大量買付者には、取締役会評価期

間（Ⅲ．2．（4）において定義されます。）が経過し、かつ当社取締役会または株主総会が対抗

措置の発動の可否について決議を行うまで大量買付行為の開始を、お待ちいただくことを要請

するものです。 

 

ロ．独立委員会の設置と同委員会への諮問 

①大量買付者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、②大量買付者が本プランに定

められた手続を遵守した場合であってもその大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を著しく損なうものとして対抗措置を発動するか否か、および、③対抗措置を発動する

か否かについて株主総会に諮るか否かの判断については、その客観性、公正性および合理性を
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担保するため、当社は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、上記①な

いし③に関して当社取締役会は、かかる独立委員会に必ず諮問することとします。 

独立委員会は、大量買付者、当社の取締役、監査役、従業員等に対して必要に応じて独立委

員会への出席を要求し、必要な情報について提供を求めながら、当社取締役会から諮問を受け

た事項について審議・決議し、その決議の内容に基づいて、当社取締役会に対し勧告を行いま

す。この勧告は公表されるものとし、当社取締役会はかかる勧告を最大限尊重して対抗措置の

発動または不発動につき速やかに決議を行うものとします。 

本プランは、重要な判断に際しては独立委員会による勧告手続を経なければならず、かつ当

社取締役会は同勧告を最大限尊重しなければならないものとすることにより、当社取締役会の

判断の客観性、公正性および合理性が確保できるよう設計されています。 

なお、対抗措置として、新株予約権無償割当てを行う場合の概要につきましてはⅢ．2．

（9）をご参照ください。 

 

（2）対象となる大量買付行為 

本プランは、以下の①ないし③のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為がなされ、

またはなされようとする場合（以下「大量買付行為」といいます。）を適用対象とします。 

① 当社が発行者である株券等1に関する大量買付者の株券等保有割合2が 20％以上となる

当該株券等の買付その他の取得3 

② 当社が発行者である株券等4に関する大量買付者の株券等所有割合5とその特別関係者6

の株券等所有割合との合計が 20％以上となる当該株券等の買付その他の取得7 

③ 当社が発行者である株券等に関する大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の

株主が当該大量買付者の共同保有者に該当することとなる行為を行うことにより、当

該大量買付者の株券等保有割合が20％以上となるような行為8 

                                                 
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1項に定義される株券等をいいます。以下本書面において別段の定めがない

限り同じとします。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4項に定義される株券等保有割合をいいます。以下本書面において同じとし

ます。なお、かかる株券等保有割合の計算上、(ⅰ)同法第 27 条の 2 第 7項に定義される特別関係者、ならび

に(ⅱ)大量買付者との間でファイナンシャル・アドバイザー契約を締結している投資銀行、証券会社その他

の金融機関ならびに大量買付者の公開買付代理人および主幹事証券会社（以下「契約金融機関等」といいま

す。）は、大量買付者の共同保有者（金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される共同保有者をいいます。

以下同じ。）とみなします。また、かかる株券等保有割合の計算上、当社の発行済株式の総数は、当社が公表

している直近の情報を参照することができるものとします。 
3 売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を取得することおよび金融商品取引法施行令第 14 条の 6に規

定される各取引を行うことを含みます。 
4 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1項に定義される株券等をいいます。②において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8項に定義される株券等所有割合をいいます。以下本書面において同じとしま

す。なお、かかる株券等所有割合の計算上、当社の総議決権の数は、当社が公表している直近の情報を参照

することができるものとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7項に定義される特別関係者をいいます。但し、同項第 1号に掲げる者につい

ては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3条第 2項で定める者を除きま

す。なお、(ⅰ)同法第 27 条の 23 第 5項に定義される共同保有者および(ⅱ)契約金融機関等は、大量買付者

の特別関係者とみなします。以下本書面において同じとします。 
7 買付けその他の有償の譲受けおよび金融商品取引法施行令第 6条第 3項に規定される有償の譲受けに類する

ものを含みます。 
8 当該大量買付者が当該他の株主との間で行う株券等の取得もしくは譲渡または当社の株主としての議決権そ

の他の権利の行使に関する合意その他金融商品取引法第 27 条の 23 第 5項および同条第 6項にかかる共同保

有者に該当することとなる行為の一切をいいます。 
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（3）情報提供の要求 

大量買付行為を行う大量買付者には、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、大量買付

行為の実行に先立ち、当社に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見

形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）および大量買付者が大

量買付行為に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下

「買付説明書」といいます。）を、当社の定める書式および方法により提出していただきます。 

本必要情報の具体的内容は大量買付者の属性および大量買付行為の内容によって異なります

が、一般的な項目は以下のとおりです。 

① 大量買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの場合

は）各組合員その他の構成員を含みます。）の概要（大量買付者およびそのグループ

の名称、住所、事業内容、資本構成、財務内容、当社の事業と同種の事業についての

経験等に関する情報を含みます。） 

② 大量買付行為の目的、方法および内容（当社株式の取得対価の価額・種類、大量買付

行為の時期、関連する取引の仕組み、大量買付行為の方法の適法性、大量買付行為お

よび関連する取引の実現可能性等に関する情報を含みます。） 

③ 当社株式の取得対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報、

大量買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容等）お

よび取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、

調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

④ 大量買付者による当社株券等の過去の取得に関する情報 

⑤ 当社の経営に参画した後に想定している経営者候補（当社の事業と同種の事業につい

ての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、

配当政策、資産活用策等 

⑥ 当社の取引先、顧客、従業員等のステークホルダーに対する対応方針 

⑦ その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 

なお、当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合

には、当社取締役会は、大量買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めま

す。そして、大量買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供された本必要情報は、

当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、その全部または一部を開示

します。 

また、当社取締役会は、本必要情報を受領した場合は、速やかにこれを独立委員会に提供し

ます。独立委員会は、当社取締役会から提供された情報が不十分であると判断した場合は、大

量買付者に対し、適宜合理的な期限を定めた上、直接または取締役会を通じて本必要情報を追

加提出するように求めることがあります。 

当社取締役会または独立委員会が本必要情報の提供が完了したと判断した場合には、当社取

締役会は、直ちにその旨を開示いたします。 

 

（4）取締役会による意見、代替案等の提示 

大量買付者より本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、当社取締役会は、60 日間

（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または 90 日
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間（その他の大量買付行為の場合）の当社取締役会による検討期間（以下「取締役会評価期

間」といいます。）を設定します。大量買付行為は、取締役会評価期間が経過し、かつ当社取

締役会または株主総会において対抗措置の発動の可否について決議が行われた後にのみ開始さ

れるものとします。 

なお、独立委員会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の勧告を行うに至ら

ないこと等、当社取締役会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動に関する決議

に至らないことにつき止むを得ない事情がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基

づき、必要な範囲内で取締役会評価期間を最大30日間延長することができるものとします。当

社取締役会が取締役会評価期間の延長を決議した場合、当該決議された延長期間およびその延

長期間が必要とされる理由を、直ちに開示いたします。 

当社取締役会は、取締役会評価期間内において大量買付者から提供された本必要情報に基づ

き、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から、大量買付者の大量

買付行為の内容の評価・検討等を行います。また、当社取締役会は、株主の皆様のご意向の把

握に努めるとともに、取引先、顧客、従業員等からも必要に応じて意見を聴取するほか、その

判断の合理性・客観性を高めるために、当社経営陣から独立した第三者（ファイナンシャル・

アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含む。以下

「外部専門家等」といいます。）の助言を得ることができるものとします。 

その上で、当社取締役会は、必要に応じ、大量買付行為の内容を検討し大量買付行為の内容

を改善させるために、大量買付者と協議、交渉を行います。大量買付者は、当社取締役会が検

討資料その他の情報提供、協議、交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じなければなら

ないものとします。 

当社取締役会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付者の大量買付行為の内容に対す

る当社取締役会の意見、当社取締役会が代替案を作成した場合にはその概要、その他当社取締

役会が適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適切と当社取締役会が判断した情報

を除き、情報開示を行います。 

 

（5）独立委員会による評価、検討 

独立委員会は、大量買付者および当社取締役会から提供された情報に基づき、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、大量買付者の大量買付行為の内容の評

価・検討等を行います。また、独立委員会は、株主の皆様のご意向の把握に努めるとともに、

取引先、顧客、従業員等からも必要に応じて意見を聴取するほか、その判断の合理性・客観性

を高めるために、必要に応じて、当社の費用で、外部専門家等の助言を得ることができるもの

とします。 

独立委員会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付者から提供された本必要情報、大

量買付者の大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から提出された代

替案の概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適切と独立

委員会が判断した情報を除き、当社取締役会を通じて株主の皆様に対し、速やかに情報開示を

行います。 

 

（6）独立委員会の勧告手続 

独立委員会は、取締役会評価期間内に、以下に定めるところにより、当社取締役会に対して
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大量買付行為に関する勧告を行うものとします。 

 

イ．大量買付者が本プランに定められた手続を遵守した場合 

大量買付者が本プランに定められた手続を遵守した場合には、独立委員会は、原則として、

当社取締役会に対して、対抗措置の不発動を勧告します。 

但し、本プランに定められた手続が遵守されている場合であっても、独立委員会は、対抗措

置発動の可否につき株主総会に諮るべきである旨の勧告を行うことがあります。また、本プラ

ンに定められた手続が遵守されている場合であっても、大量買付行為が当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を著しく損なうと判断したときは、独立委員会は、対抗措置の発動を勧告す

ることがあります。具体的には、以下の類型に該当すると認められる場合には、原則として、

大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するものと

考えます。 

① 次のａ．ないしｄ．までに掲げる行為等により当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある大量買付行為である場合 

ａ．株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取りを要求する行為 

  ｂ．会社を一時的に支配して、会社の重要な資産等を廉価に取得する等会社の犠牲の下

に大量買付者の利益を実現する経営を行うような行為 

    ｃ．会社の資産を大量買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用

する行為 

ｄ．会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高額資産等を処分さ

せ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急

上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

② 強圧的二段階買付け（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あ

るいは二段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うこと

をいいます。）等、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある大量買付行為で

ある場合 

③ 大量買付者による支配権取得により、取引先、顧客、従業員等のステークホルダーの

利益が損なわれ、それによって当社の企業価値ひいては株主共同の利益が著しく損な

われる場合 

④ 大量買付行為の条件（対価の種類・価額、大量買付行為の時期、買付方法の適法性、

大量買付行為の後における当社の従業員、顧客、取引先等のステークホルダーへの対

応方針等を含みます。）が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に鑑み著しく不十

分または不適当な大量買付行為である場合 

⑤ 大量買付者の経営陣または主要株主もしくは出資者に反社会的勢力と関係を有する者

が含まれている場合等、大量買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適

切であると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑥ その他①ないし⑤に準ずる場合で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく

損なうと判断される場合 

 

ロ．大量買付者が本プランに定められた手続を遵守しない場合 

大量買付者により、本プランに定める手続が遵守されない場合で、当社取締役会がその是正
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を書面により要請した後 5 営業日以内に是正がなされない場合には、独立委員会は、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要であ

ることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に

対して、対抗措置の発動を勧告します。 

 

独立委員会の勧告がなされた場合、当社は、独立委員会の意見およびその意見の理由ならび

にその他適切と認められる情報を、法令および関係する金融商品取引所の規則に従って適時適

切な開示を行います。 

 

（7）当社取締役会による決議および株主総会の開催 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、取締役会評価期間内に対抗措

置の発動もしくは不発動の決議または株主総会招集の決議その他必要な決議を行うものとしま

す。対抗措置の発動もしくは不発動の決議、または株主総会の開催および基準日を定める決議

がなされた場合には、取締役会評価期間は、取締役会評価期間開始から当該決議の日までに経

過した日数にかかわらず、その日をもって終了することとします。 

当社取締役会は、独立委員会から対抗措置の発動の可否につき株主総会に諮るべきである旨

の勧告を受けた場合、または独立委員会から対抗措置の発動の勧告を受けたうえで当社取締役

会が株主の皆様のご意見を反映すべきと判断した場合には、株主の皆様に対し対抗措置の発動

の可否についてお諮りするため、株主総会招集の決議を行い、当該決議の日より最長60日以内

に当社株主総会を開催することとします。 

当該株主総会の招集に際しては、当社取締役会は、大量買付者およびそのグループが提供し

た本必要情報、大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会の代替案その

他当社取締役会が適切と判断する事項を記載した書面を、株主の皆様に対し、株主総会招集通

知とともに送付いたします。 

 

（8）新株予約権無償割当ての中止等について 

当社取締役会は、①大量買付行為が撤回された場合や、②大量買付者による本必要情報の提

供が完了したと当社が判断した旨開示した後、大量買付者によって当該本必要情報につき重要

な変更がなされたと当社取締役会または独立委員会が判断した場合、③その他当該独立委員会

の勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じた場合には、その決議により、対抗措置

の発動を中止または変更することができるものとします。ただし、当社取締役会は、対抗措置

の発動の中止を決議する際には独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。これらの決

議を行った場合、当社は、当社取締役会の意見およびその意見の理由ならびにその他適切と認

められる情報を、法令および関係する金融商品取引所の規則に従って適時適切な開示を行いま

す。 

上記②の場合には、原則として、従前の本必要情報を前提とする大量買付行為について進め

てきた本プランに基づく手続は中止され、変更後の本必要情報を前提とする大量買付行為につ

いて、変更前とは別個の大量買付行為として本プランに基づく手続が改めて適用されるものと

します。 

 

（9）対抗措置としての新株予約権の概要 
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当社が本プランに基づき対抗措置として新株予約権無償割当てを実施する場合の当該新株予

約権無償割当ての概要は、以下のとおりです。 

 

イ．新株予約権付与の対象となる株主および発行条件 

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有

する当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除く。）1株につき1個の割合で新

たに払込みをさせないで新株予約権を割り当てる。 

 

ロ．新株予約権の目的となる株式の種類および数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総

数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式

の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式数を上限とする。

新株予約権1個当たりの目的となる株式の数（以下「対象株式数」という。）は当社取締役会

が別途定める数とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を

行うものとする。 

 

ハ．発行する新株予約権の総数 

新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回に

わたり新株予約権の割り当てを行うことがある。 

 

ニ．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は1円以上で当

社取締役会が定める額とする。 

 

ホ．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。 

 

ヘ．新株予約権の行使条件 

新株予約権の行使条件の詳細については、新株予約権無償割当てを決議する取締役会または

株主総会において定めるものとするが、以下に掲げる者については、原則として新株予約権を

行使することができないものとする。 

① 大量買付者または大量買付者のグループに属する者。 

② 外国の適用法令上、当該法令の管轄地域に所在し新株予約権の行使にあたり所定の手

続が必要とされる者（ただし、本項に該当する者の有する新株予約権も、後記チ．に

従って、当社による当社株式を対価とする取得の対象となることがあるものとする。

なお、当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる者等の一定の者については、

新株予約権を行使することができるものとする。）。 

③ 大量買付者または大量買付者のグループに属する者でないこと等について確認する当

社所定の書式による書面を提出しない者（ただし、当社がかかる書面の提出を求めな

かった者を除く。）。 
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ト．新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた日を初日（以下、かかる行使

期間の初日を「行使期間開始日」という。）とし、1ヶ月間から3ヶ月間までの範囲で新株予約

権無償割当て決議において当社取締役会または株主総会が別途定める期間とする。なお、行使

期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたるときは、その

前営業日を最終日とする。 

 

チ．当社による新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、新株予約権を取得することが適切

であると当社取締役会が判断したときは、当社取締役会が別途定める日をもって、全

ての新株予約権を無償にて取得することができるものとする。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日（以下「取得日」という。）をもって、以下に

掲げる者以外の者が有する新株予約権のうち、当該取得日の前日までに未行使のもの

全てを取得し、これと引換えに、新株予約権 1 個につき対象株式数の当社普通株式を

交付することができる。 

(A)大量買付者または大量買付者のグループに属する者 

(B)取得日までに、大量買付者または大量買付者のグループに属する者でないこと等

について確認する当社所定の書式による書面を提出しない者（ただし、当社がかかる

書面の提出を求めなかった者を除く。） 

③ 前項に定める取得日以降において、大量買付者または大量買付者のグループに属する

者以外の者が有する新株予約権が存在すると当社取締役会が認める場合（ただし、か

かる取締役会の認定にあたり、当社は、前項(B)に定める当社所定の書式による書面

の提出を求めることができる。）には、取得日より後の日であって取締役会が別途定

める日をもって、当該者の有する新株予約権のうち当社取締役会の定める当該日の前

日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予約権 1 個につき対象株

式数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様とする。 

④ ①ないし③のほか、新株予約権の取得に関する事項については、必要に応じ、新株予

約権無償割当て決議において定めることができる。 

 
3．株主・投資家等の皆様に与える影響等 

（1）本プラン継続時に株主・投資家の皆様に与える影響等 

本プラン継続時点においては、新株予約権無償割当てその他の対抗措置は実施されませんの

で、株主および投資家の皆様の権利関係に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

（2）対抗措置発動時に株主・投資家の皆様に与える影響等 

当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、当社取締役会

決議または株主総会決議に基づき、会社法その他の法律および当社定款により認められている

対抗措置をとることがありますが、対抗措置の仕組上、当社株主の皆様（本プランに違反した

大量買付者および当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるような

大量買付行為を行う大量買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損

失を被るような事態が生じることは想定しておりません。 
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当社取締役会が具体的対抗措置を発動することを決定した場合には、法令および金融商品取

引所の規則に従って適時適切な開示を行います。 

対抗措置として新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株予約権の行使により新株を

取得するために、株主の皆様には、所定の期間内に一定の金額の払込みをしていただく必要が

あります。また、当社取締役会が新株予約権を取得することを決定した場合には、行使価額相

当の金額を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として、株主の皆様に新株

を交付することがあります。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権を発行す

ることとなった際に、法令に基づきお知らせ致します。 

なお、新株予約権無償割当てを実施することを決議した場合であって、当該新株予約権無償

割当てを受けるべき株主が確定した後において、独立委員会の勧告を受けて、当社が当該新株

予約権無償割当てを中止し、また無償割当てされた当該新株予約権を無償取得する場合には、

結果として一株当たりの株式の価値の希釈化は生じないことから、一株当たりの株式の価値の

希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害

を被る可能性があります。 

 

4．本プランの有効期間等 

本プランは、本定時株主総会において、本プランによる買収防衛策の継続に関する承認議案

につき、株主の皆様のご承認が得られることを条件に効力を生じるものとし、その有効期間は、

本定時株主総会の終結の時から 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとします。 

ただし、有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会の決議によって本

プランを廃止することができます。なお、取締役会は、本プランの有効期間中に独立委員会の

承認を得たうえで、本プランの内容を変更する場合があります。 

当社は、本プランの廃止または変更がなされた場合には、当該廃止または変更の事実および

（変更の場合には）変更の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。 

 
5．法令等による修正 

本プランで引用する法令の規定は、平成 26 年 4 月 11 日現在施行されている規定を前提とし

ているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用

語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改廃の趣旨を考慮の上、上

記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるもの

とします。 

 

Ⅳ．本プランが会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでは

ないこと、会社役員の地位の維持を目的とするものでないことおよびその理由 

 

（1）会社の支配に関する基本方針に沿うものであること 

      本プランは、大量買付者に大量買付に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提

供すること、情報判断のための一定の評価期間が経過した後にのみ大量買付行為を開始するこ

とを求め、当社所定のルールを遵守しない大量買付者には対抗措置を講じることとしています。 

      また、ルールが遵守された場合でも、大量買付行為により当社の企業価値および株主共同の
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利益が損なわれると判断される場合は、大量買付者に対し対抗措置を講じることとしているこ

とから、本プランは当社の会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えております。 

 

（2）株主共同の利益を損なうものではなく、また、会社役員の地位の維持を目的とするものでな

いこと 

当社は、以下の理由により、本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう

ものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。 

 

イ. 買収防衛策に係る指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（1 企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の原則、2 事前開示・株主意思の原則、3 必要性・相当性確保の原

則）を完全に充足するとともに、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成 20 年 6 月 30

日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえた

ものとなっております。 

 

ロ．株主意思を重視するものであること 

本プランの継続は株主総会の承認を条件としており、有効期間を約 3 年間とするいわゆるサ

ンセット条項が付されております。また、Ⅲ．4．記載のとおり、本プランの有効期間の満了

前であっても、当社株主総会において、本プランを廃止することが決定された場合には、本プ

ランはその時点で廃止されることになっており、その意味で、本プランの継続及び廃止につい

ては、株主の皆様のご意思に基づくこととなっています。 

 

ハ．独立性のある社外者の判断の重視と情報開示 

本プランは、当社取締役会または取締役の恣意的判断を排除するために、発動および変更等

の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外者から構成される独立委員会により行わ

れることとされています。実際に当社に対して大量買付行為がなされた場合には、こうした独

立委員会が、独立委員会規則に従い、当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同利

益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社

法上の決議を行うこととします。 

このように、独立委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、そ

の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されていま

す。 

 

ニ．合理的な客観的要件の設定 

本プランは、Ⅲ．2．（6）に記載のとおり、合理的な客観的要件が充足されなければ対抗措置

は発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な対抗措置発動を防止する

ための仕組みを確保しているものといえます。 
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ホ．外部専門家等の意見の取得 

Ⅲ．2．（5）に記載のとおり、独立委員会は、当社経営陣から独立した外部専門家等の助言を

受けることができるものとされています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観

性がより強く担保される仕組みとなっています。 

 

ヘ．デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

Ⅲ．4．に記載のとおり、本プランは、大量買付者が、自己の指名する取締役を株主総会で選

任し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。 

従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させて

もなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取締役の期

差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）でもありません。 

以 上 
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別紙１ 

独立委員会規則の概要 

 

 

・独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

・独立委員会の委員は、3 名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)

当社社外取締役、(ⅱ)当社社外監査役または(ⅲ)社外の有識者のいずれかに該当する者

（（i）および（ⅱ）についてはその補欠者を含む。）の中から、当社取締役会が選任する。

(ⅲ)社外の有識者は、実績ある会社経営者、投資銀行業務に精通する者、当社の事業に精

通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究対象とする研究者またはこ

れらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項

等を含む契約を当社との間で締結した者でなければならない。 

・独立委員会委員の任期は、平成 26 年 5 月 28 日開催予定の本定時株主総会終了後 3 年内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。なお、当

社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りでない。 

・独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理

由を付して当社取締役会に対して勧告する。なお、独立委員会の各委員は、こうした決定

にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを

行うことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならな

い。 

① 対抗措置の発動または不発動（対抗措置の発動の可否についての株主総会への付議

の実施を含む） 

② 対抗措置の変更または停止 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問し

た事項 

・上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行うことがで

きる。 

① 本プランの対象となる大量買付行為への該当性の判断 

② 大量買付者および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限

の決定 

③ 大量買付者の大量買付行為の内容の精査・検討 

④ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 

⑤ 取締役会評価期間の延長の決定 

⑥ 本プランの修正または変更の承認 

⑦ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

⑧ 当社取締役会が別途独立委員会の行うことができるものと定めた事項 

・独立委員会は、大量買付者に対し、買付説明書記載の情報その他提出された情報が本必要

情報として不十分であると判断した場合には、追加的に情報を提出するよう求めることが

できる。また、独立委員会は、大量買付者から買付説明書記載の情報その他本必要情報が

提出された場合、当社取締役会に対し、所定の期間内に、大量買付者の大量買付行為の内

容に対する意見およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要
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と認める情報等を提示するよう要求することができる。 

・独立委員会は、必要な情報収集を行うため、大量買付者、当社の取締役、監査役、従業員

その他独立委員会が必要と認める者に対して、必要な説明および帳票類の提出を求めるこ

とができる。 

・独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認

会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家等を含む。）の助言を得ることが

できる。 

・独立委員会の各委員は、大量買付行為がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集す

ることができる。 

・独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員のうち過半数が出席し、その過半数を

もってこれを行う。 

 

以 上 
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別紙２ 

 

独立委員会委員の氏名および略歴 

 

本プラン継続時の独立委員会の委員は、以下の 3名を予定しております。 

 

国遠 明（くにとお あきら）氏 

【略 歴】 

昭和 42 年 4月 広島国税局採用 

平成 4年 8月 税理士開業 

平成 5年 5月 当社監査役就任（現任） 

平成 7年 9月 第一東洋株式会社 監査役就任（現任） 

平成 9年 1月 有限会社国遠システム会計設立 代表取締役社長就任（現任） 

平成 17 年 9月 ペガサス・キャンドル株式会社 監査役就任（現任） 

※国遠 明氏は会社法第 2条第 16 号に規定される社外監査役です。 

同氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 

坂口 正行（さかぐち まさゆき）氏 

【略 歴】 

昭和 38 年 4月 倉敷レイヨン株式会社（現株式会社クラレ）入社 

平成 9年 6月 クラレ不動産株式会社常務取締役 

平成 13 年 6月 株式会社倉敷国際ホテル取締役社長 

平成 18 年 6月 チボリ・ジャパン株式会社代表取締役 

平成 21 年 9月 財団法人大原美術館顧問 

平成 22 年 4月 倉敷芸術科学大学非常勤講師（現任） 

平成 23 年 1月 財団法人倉敷成人病センター顧問（現任） 

平成 24 年 5月 当社監査役就任（現任） 

平成 25 年 10 月 倉敷まちづくり株式会社取締役（現任） 

※坂口 正行氏は会社法第 2条第 16 号に規定される社外監査役です。 

同氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 

藤井 薫（ふじい かおる）氏 

【略 歴】 

昭和 63 年 11 月 司法試験合格（司法修習 43 期） 

平成 3年 4月 弁護士登録 

平成 11 年 4月 藤井薫法律事務所を開設 

平成 21 年 4月 大阪弁護士会 広報委員会副委員長 

平成 21 年 6月 日本弁護士連合会 弁護士業務改革委員会委員 

平成 22 年 4月 大阪弁護士会 遺言・相談センター運営委員会委員長（現任） 

平成 23 年 4月 大阪弁護士会 常議員 

 

以 上
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別紙３ 

当社の大株主の状況 

 

平成 26 年 2月 28 日現在の当社の大株主の状況は、以下のとおりです。 

株   主   名 
所 有 株 式 数

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式 数 の 割 合
（％） 

リック社員持株会 833,600 16.67 

川西 良治 268,600 5.37 

株式会社ダイユーエイト 200,000 4.00 

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口） 
200,000 4.00 

株式会社山陰合同銀行 130,000 2.60 

株式会社みずほ銀行 120,000 2.40 

株式会社伊予銀行 110,000 2.20 

上本 延一 107,700 2.15 

足立 邦夫 102,700 2.05 

株式会社中国銀行 100,000 2.00 

アイリスオーヤマ株式会社 100,000 2.00 

 

（注）上記のほか、当社が保有しております自己株式 178,648 株があります。 

 

以 上 
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別紙４ 

取締役会決議

大量買付者の出現

大量買付者が
意向表明書と本必要情報を提出

取締役会評価期間

60日または90日（最大30日延長）

独
立
委
員
会

取締役会決議

不十分な場合は追加情報の
提供を要請

≪取締役会の検討≫

・ 大量買付行為の評価・検討
・ 取締役会の意見形成
・ 代替案の提示

・ 大量買付者との交渉

諮問 独立委員会

ルール遵守 ルール違反

ルール
の逸脱

勧告

発動事由に

該当

勧告

対抗措置の発動
対抗措置の

不発動
対抗措置の

不発動

株主総会
招集

発動の否決 発動の承認

株主総会決議

対抗措置発動

の是非につい
て諮る

発動事由に

該当せず

右の発動事由

に該当しない
場合

企業価値ひ

いては株主
共同の利益

を著しく損な
う場合

手続不遵守に

より対抗措置
発動が相当

手続不遵

守は原則
対抗措置

発動

手続不遵守
だが不発動
が必要と判断

不発動の必

要性が明白
な場合、そ

の他特段事
情がある場

合

取締役会

是正を書面により要請

是正要請後
５営業日以
内に是正さ
れない場合

 

※ 本フローチャートは、本プランのご理解の便宜に資するよう、その内容を簡略化して記載したも

のにすぎません。本プランの正確な内容については、本プレスリリース本文をご覧いただくよう、

お願い申し上げます。 

以 上 


